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１ ． プロ ポーザル方式によ り 選定する 理由 

PPP 手法など民間事業者の創意工夫やノ ウ ハウ を活用する 事業展開の検討には、 金融、 法

務、技術などの専門的分野における 知識や能力だけでなく 、事業分野に関する 一般的な知識、

事業を判断する 能力や経験が必要である 。 仮に価格のみで業者を選定する 競争入札で行っ

た場合、 十分なノ ウ ハウ を有する 事業者と 契約でき ず、期待し た結果が得ら れない等、意図

と 乖離し た成果と なる 恐れがある 。  

し たがって、 複数の業者から 企画・ 技術等の提案受け、 その中から 意欲及び実績・ 能力等

を総合的に評価し 、 業務の目的である「 事業方式検討調査」 のみなら ず「 アド バイ ザリ ー業

務」 にも 精通し たと 認めら れ、最適な企画・ 技術能力等を有する 事業者と 契約する も のと す

る 。  

 

２ ． 概要 

（ １ ） 業務名称 

国崎ク リ ーンセンタ ー基幹改良事業及び包括管理運営業務に伴う 事業方式検討

調査委託 

（ ２ ） 業務場所 

    兵庫県川西市国崎字小路１ ３ 番地 

（ ３ ） 業務内容 

「 国崎ク リ ーンセンタ ー基幹改良事業及び包括管理運営業務に伴う 事業方式検

討調査委託仕様書」（ 以下「 仕様書」 と いう 。） に掲げる 業務と する 。 なお、 仕様書

は基本的な業務内容を示し たも のであり 、 プロ ポーザルによ る 提案を受けて仕様を

追加・ 変更し 契約締結を行う も のと する 。  

（ ４ ） 業務期間 

契約日から 令和５ 年１ １ 月１ ７ 日ま でと する 。  

（ ５ ） 支払い方法 

業務完了払いと する 。  

（ ６ ） 提案限度額 

８ ， ２ ４ ２ ， ０ ０ ０ 円（ 消費税及び地方消費税相当額を含む。）  

 

３ ． 応募資格 

本プロ ポーザルに参加する 者は、 次の要件を全て満たし ている も のと し ま す。  

（ １ ） 単独企業又は複数の企業で構成さ れる グループ（ 以下「 グループ」 と いう 。） と

する 。 なお、 グループと は別に、 外部の法人又は個人の協力を得る こ と ができ る も

のと する 。  

（ ２ ） 地方公共団体（ 地方自治法第 284 条に規定する 地方公共団体の組合を含む。）  

発注のごみ焼却施設に係る 基幹的設備改良事業又は包括管理運営業務（ DBO事業を

含む。） の発注支援業務等について、 平成 21 年度以降で元請と し て実施方針の作成
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から 民間事業者と の契約ま での業務を受注し 、 完了し た業務実績（ 履行中のも のは

除く 。） を有する こ と 。  

（ ３ ） 猪名川上流広域ごみ処理施設組合を構成する いずれかの市町（ 以下「 構成市町」

と いう 。） における 一般競争入札参加有資格者名簿に登載さ れている こ と 。   

（ ４ ） 地方自治法施行令（ 昭和２ ２ 年政令第１ ６ 号） 第１ ６ ７ 条の４ 第２ 項の規定によ り

構成市町のいずれかにおいて般競争入札等の参加を制限さ れていないこ と 。  

（ ５ ） 公告日から 優先事業者を特定ま での間において、 いずれかの構成市町において指

名停止措置を受けていないこ と 。  

（ ６ ） 会社更生法（ 平成１ ４ 年法律第１ ５ ４ 号）、 民事再生法（ 平成１ １ 年法律第２ ２ ５

号） に基づく 更生等の手続き を行っていない者である こ と 。  

（ ７ ） 暴力団員によ る 不当な行為の防止等に関する 法律（ 平成３ 年法律第７ ７ 号） 第２

条第２ 号に掲げる 暴力団及びそれら の利益と なる 活動を行う 者でないこ と 。  

 

４ ． 実施ス ケジュ ール 

内  容 日  程 

プロ ポーザル要領等公告開始 令和５ 年４ 月  ４ 日（ 火）  

質問受付期限 令和５ 年４ 月１ ３ 日（ 木） 17 時まで 

質問回答 令和５ 年４ 月２ １ 日（ 金）  

参加申請及び企画提案書等提出期限

（ 添付書類含む）  

令和５ 年５ 月 １ 日（ 月） 17 時ま で 

プレ ゼンテーショ ン審査（ 別途通知）  令和５ 年５ 月１ ７ 日（ 水）  

最終審査結果通知 令和５ 年６ 月 上旬 

 

５ ． 提出書類等 

本プロ ポーザルへの参加を希望する 場合は、「 実施要領」 と 「 仕様書」 をよ く 読んだう

えで、 次のと おり 、 必要書類を提出する こ と 。  

（ １ ） 提出書類等 

① 参加申請等 

ア プロ ポーザル参加申請書             １ 部（ 様式１ ）  

イ  会社概要書・ 体制                １ 部（ 様式２ ）  

ウ  類似業務実績調書                １ 部（ 様式３ ）  

エ 配置予定技術者（ 主任技術者） 経歴書       １ 部（ 様式４ ）  

オ 配置予定技術者（ 担当技術者） 経歴書       １ 部（ 様式５ ）  

カ 業務実施方針                  １ 部（ 様式６ ）  

キ 業務実施ス ケジュ ール              １ 部（ 様式７ ）  

ク  参入意向調査                  １ 部（ 様式８ ）  

ケ 業務の課題と 解決策               １ 部（ 様式９ ）  
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 ② 提案書等 

 企画提案書  １ １ 部（ 正本１ 部 副本１ ０ 部）  

 見積書  １ 部  

 （ ２ ） 提出先 

猪名川上流広域ごみ処理施設組合 事務局 

〒６ ６ ６ -０ １ ０ ３  

兵庫県川西市国崎字小路１ ３ 番地 

国崎ク リ ーンセンタ ー 管理棟 １ 階 

（ ３ ） 提出方法 

 提出は持参によ る も のと し 、 郵送ある いは FAXによ る 提出は受理し ない。  

（ 受付時間は月～金曜日の９ 時～１ ２ 時及び、 １ ３ 時～１ ７ 時ま で）  

  

６ ． 企画提案書及び見積書について 

 （ １ ） 企画提案書の記載要領 

本件に係る 提案書については、 以下の要領に基づき 作成し 提出する こ と 。  

① 提案書は、日本語で記述し 、 Ａ ４ 判両面印刷左綴じ と し 、目次の作成と 下部にペ

ージ番号を振る こ と 。 ま たＡ ３ 判を利用する 場合は折り 込むこ と 。  

② ページ数の制限は設けないが、 簡潔にま と める こ と 。  

ま た参考資料がある 場合は別添資料と する こ と 。  

③ 提案書の表紙には次の文言を付すこ と 。  

ア 表題は、「 国崎ク リ ーン センタ ー基幹改良事業及び包括管理運営業務に伴う

事業方式検討調査委託提案書」 と する 。  

イ  提出年月日 

ウ  事業者名、 代表者名、 代表者印 

④ 提案書の内容は、 次の順に記載する こ と 。  

項番 内容 

１  会社概要及び体制について 

２  事業者・ 配置技術者（ 主任技術者・ 担当技術者） の業務実績について 

３  業務実施方針について 

４  業務ス ケジュ ールについて 

５  参入意向調査について 

６  業務の課題と 解決策について 

  

（ ２ ） 見積書の記載要領 

見積書は、 本件に係る すべての事項を反映し たう えで記載する こ と 。  

ただし 、 内訳の明細については別途提出を求める こ と がある 。  
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７ ． 質問の受付及び回答 

本実施要領及び提案書に関する 質問については、以下の要領で受付・ 回答を行う こ と と

する 。  

（ １ ） 受付方法 

質問書を用いて、 電子メ ールにて下記アド レス ま で送信。  

  質問書送信先： i na-koui ki @asahi -net . emai l . ne. j p 

 （ ２ ） 回答方法 

質問に係る 回答については、 HP で公開。 ま た、 質問書の提出があった応募事業 

者に対し ては、 質問書を送信し た電子メ ールアド レ ス 宛てに回答を送信。  

 

８ ． プレ ゼンテーショ ン審査の実施要領 

（ １ ） 実施場所 

 兵庫県川西市国崎字小路１ ３ 番地 

 国崎ク リ ーンセンタ ー 管理棟２ 階 会議室 

（ ２ ） 実施時間 

 各応募事業者 約 30 分 

 ※応募事業者ごと の詳細な開始時刻等については、 別途通知する 。  

（ ３ ） 審査の方法 

審査は、 プレ ゼンテーショ ンによ る 提案内容について、プロ ポーザル審査基準（ 別

添） に基づき 、 項目ごと に数値化（ 5 段階評価： A～E） し て採点し 、 合計点数の最高

得点を得たも のを優先事業者と し て決定する 。ただし 、１ つ以上の評価項目において、

評価ラ ンク が Eラ ンク と なった場合、 かつ価格点を除く 性能点が 100 点中 22. 5 点未

満の場合、 優先事業者と し て認めないも のと する 。  

見積り 価格の評価方法は以下のと おり と する 。  

 提案見積価格点＝10 点×（ 最低提案見積価格/当該提案見積価格）  

前者のう ち、提案価格が最低である 者を 1 位と し 、10 点付与する 。その他の者は、

見積価格の評価方法によ り 算出し た点数の小数第 3 位を四捨五入する 。  

（ ４ ） 審査結果の通知 

優先事業者決定の公表後、 評価表に定める 審査項目ごと に定める 申請者ごと の加

点審査結果及び価格等を記載し た審査講評を公表する 予定と する 。選考の理由、選考

結果に対する 問い合わせ、 異議には一切応じ ないこ と と する 。  

 

 （ ５ ） その他 

① プレ ゼンテーショ ンは非公開と する 。  

② プレ ゼンテーショ ンには本業務に直接携わる 予定担当者及び管理責任者が必ず

同席する こ と 。  

③ プレ ゼンテーショ ン環境に必要な機材は各応募事業者で準備する こ と 。  

mailto:ina-kouiki@asahi-net.email.ne.jp
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④ サンプルデータ 等の提供は行わない。  

 

９ ． 契約の締結 

組合は、 プレ ゼンテーショ ン審査の結果によ り 選定さ れた優先事業者と 契約の交渉を

行う こ と と する 。  

ま た、辞退も し く はその他の理由によ り 契約の締結が困難と なった場合は、次点の応募

事業者と 契約の交渉を行う 。  

 

１ ０ ． 失格条項 

 次の各項のいずれかに該当する 場合は、 失格と する 。  

（ １ ） 提出方法、 提出先、 提出期限及び応募資格に適合し ない場合 

（ ２ ） 提案内容が本実施要領及び仕様書等に示さ れた条件を満たさ ない場合 

（ ３ ） 提出内容に虚偽の記載があった場合 

（ ４ ） 審査の透明性・ 公平性を害する 行為があった場合 

（ ５ ） その他、 選定委員会が社会通念上、 失格にあたる 事由がある と 認める 場合 

 

１ １ ． その他留意事項 

（ １ ） 提出を受けた文書等は返却し ないこ と と する 。  

（ ２ ） 提出を受けた文書等は、 組合の選定に係る 作業に必要な範囲において複製を作成す

る 場合がある 。  

（ ３ ） 本プロ ポ―ザルに要する 経費は、 すべて応募者の負担と する 。  

（ ４ ） 本プロ ポーザルに係る 情報公開請求があった場合は、 猪名川上流広域ごみ処理施設

組合情報公開条例（ 平成１ ２ 年条例第１ ９ 号） に基づき 、 提出書類を公開する 場合が

ある 。  

（ ５ ） 組合から 入手し た資料は、 組合の了解なく 使用及び公表する こ と はでき ない。  

 

１ ２ ． 問い合わせ先 

猪名川上流広域ごみ処理施設組合 事務局 担当： 大野 

 〒666-0103 川西市国崎字小路 13 番地 

  電話： 072-739-7201  FAX： 072-744-7281   

   メ ール： i na-koui ki @asahi -net . emai l . ne. j p 

 

mailto:ina-kouiki@asahi-net.email.ne.jp


配点
（100）

①会社概要・体制 5

②業務実績 5 類似業務の実績（平成21年度以降）

③主任技術者 10 類似業務の実績（平成21年度以降）

④担当技術者 5 類似業務の実績（平成21年度以降）

①実施方針 20 業務実施にあたって重視する点、他と比較して特色と考える視点が示されているか

②業務スケジュール 5 目的達成のための確実性かつ的確なスケジュールが組めているか

③参入意向調査 10 調査方法や考え方、競争性を高める提案がどのようなものか

④課題と解決策 15 業務課題の認識とその解決策について示されているか

①説明力・取り組み意欲 5 論理的に説得できるか、取り組み意欲が感じられるか

②資料調整力 5 提案技術、提案資料がわかりやすいか

③対応力 5 質問に対する把握・回答は的確か

10 事業内容から見たコストの妥当性、比較による評価

100

採点基準 評価ランク
評価 判断基準 　得点化方法

A 特に優れている
B 優れている
C 普通
D やや劣っている
E 劣っている

配点×1.00点
配点×0.75点
配点×0.50点
配点×0.25点
配点×0.00点

評　価　基　準

評　価　項　目

国崎クリ ーンセンター基幹改良事業及び包括管理運営業務に伴う
事業方式検討調査委託に関するプロポーザル評価基準

企業の規模・能力及び体制が適切に構築されており、役割や責任が明確か　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

評価基準

合計

１　業務遂行能力

２　提案内容

３　プレゼンテーション

４　見積価格


